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第１章 プランの策定にあたって 

 １  プラン策定の目的                      １ 

 ２  プランの位置付け                      １ 

 ３  計画期間                          １ 

第２章 本市の中小企業を取り巻く環境 

 １  社会動向 

  ⑴ 社会経済の潮流                       ２ 

  ⑵ 企業の動向                        １４ 

  ⑶ 国の動向                         ２６ 

  ⑷ 県の動向                         ３０ 

 ２  市内経済の現状 

  ⑴ 本市の特徴                        ３２ 

  ⑵ 産業構造                         ４９ 

  ⑶ 各産業の現状                       ５４ 

第３章 本市の中小企業の現状 

 １  中小企業・小規模企業数，従業者数の状況 

  ⑴ 国・県における中小・小規模企業数，従業者数        ７０ 

  ⑵ 本市の事業所・従業者数                  ７１ 

  ⑶ 本市の事業所・従業者数の推移               ７２ 

  ⑷ 本市の事業所数の減少                   ７４ 

 ２  本市の主な中小企業関連施策の実施状況 

  ⑴ 制度融資の活用実績                    ７５ 

  ⑵ 高度化設備設置補助金の活用実績              ７６ 

  ⑶ 特許等取得促進事業補助金の活用実績            ７６ 

  ⑷ 創業支援の状況                      ７７ 

  ⑸ 宇都宮まちづくり貢献企業認証制度の認証状況        ７７ 

 ３  アンケート・ヒアリング調査による中小企業の声       ７８ 

第４章 中小企業振興の基本理念                  ９２ 

第５章 本市中小企業振興上の課題 

 １  社会動向などの総括                    ９４ 

 ２  本市中小企業振興上の課題                 ９６ 
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